
ものづくり大国復権 （ＴＢＳラジオ 「日本全国８時です」 ２０１２．２．９） 

 

 先週末に日本の電機メーカー各社が平成２３年度の決算の見通しを発表しました

が、軒並み大幅な赤字決算となり話題になっています。 

 ソニーが２２００億円、シャープが２９００億円、パナソニックが７８００億円の

赤字で、シャープとパナソニックは過去最大の赤字、ソニーは４期連続の赤字という

嬉しくない記録更新になっています。 

 さらにＮＥＣも１０００億円、リコーも４６０億円、任天堂も６５０億円の赤字決

算です。 

 もちろん昨年は東日本大震災やタイの洪水の影響があった年ですから特殊かも分

かりませんが、このような輸出産業の不振を反映して、２兆５０００億円の貿易赤字

となり、１９８０年以来の３１年ぶりの異常事態です。 

 

 しかし、現在のように「ものづくり」が苦境に陥るという法則は３２０年以上前に

発表されています。 

 ウィリアム・ペティという軍人でもあったイギリスの医者が１６９０年に『政治算

術』という本を出版しています。 

 当時、ヨーロッパではフランス、イギリス、オランダが勢力争いをしていましたが、

人口はフランス、イギリス、オランダの順番なのに、経済力は逆にオランダ、イギリ

ス、フランスの順番でした。 

 そこで原因を調べてみると、フランスは農業、イギリスは工業、オランダは商業が

中心の産業であったので、農業よりは工業、工業よりは商業のほうが収益が大きいと

いう理論を発表したのです。 

 これは２５０年後にオーストラリアの経済学者コーリン・クラークが統計的に明確

にし、合わせて「ペティ＝クラークの法則」と言われています。 

 日本で農業が縮小し、工業も縮小し、情報産業など三次産業が拡大していくのは経

験法則で必然だというわけです。 

 しかし、日本の電気機械産業は製造品出荷額の１５％を占め、輸出の１０％近くを

支えている産業分野ですから、この法則を打ち破って何とか復活してもらわないと日

本経済全体に影響が及びます。 

 

 各社も改革を真剣に検討しておられますし、経済産業省も「ものづくり基盤技術の

振興施策」を発表していますが、そのような視点とは違う戦略について素人提案をさ

せていただこうと思います。 

 １９６０年代初期のＩＢＭはユニバックやバローズなどのコンピュータ会社と競

争している企業の一つでしかありませんでした。 

 そこでＩＢＭは今後の戦略を検討するために、カナダの英文学者のマーシャル・マ

クルーハンに相談しました。 



 なぜコンピュータ企業が英文学者に相談したかと不思議に思われるでしょうが、マ

クルーハンは１９６２年に『グーテンベルグ銀河系』、１９６４年に『メディアの理

解：人間拡張の原理』という爆発的に売れたベストトセラーを出版し、情報技術の過

去から未来への適確な展望を示していたからです。 

 そのときのマクルーハンの回答はコンピュータという計算機械を売る会社からコ

ンピューティングという計算サービスを提供する会社に変わるべきだということで

した。 

 そこでＩＢＭは、それまで売りきりであったコンピュータをレンタル方式に変え、

ＩＢＭ３６０シリーズという様々な計算能力をもったコンピュータのファミリーを

開発し、企業の計算需要に応じた能力のコンピュータをレンタルすることにより、一

気に首位に躍り出て、一時は世界の大型コンピュータの８割を独占するまでになりま

した。 

 当時、私は大学院生で、ＩＢＭ３６０を使って計算していましたが、計算に使った

時間分だけ料金を払うという方式は確かに合理的だと思いました。 

 

 同じような例はエレベーター産業です。エレベーターは定期点検が法律で義務付け

られていますから、一度設置すると、エレベーターが廃棄されるまでは維持補修費を

受け取ることができます。 

 このように売るだけではなく、末永くサービスを提供して収入を得る方法を検討す

れば新しいビジネスが展開する可能性があります。 

 ものづくりは不要ではありませんが、それを社会にどのように提供するかの戦略が

必要だということです。 

 

 第二の戦略は激動する企業環境に柔軟に対応することです。 

 現在、携帯電話のシェア争いは熾烈で、１、２年で大きく変化しています。２００

９年には携帯電話のＯＳはノキアの「シンビアン」が４５％で首位、オバマ大統領が

愛用しているブラックベリーに使われているＲＩＭのＯＳが２１％で２位、３位がｉ

Ｐｈｏｎｅに使われているアップルの「ｉＯＳ」で１７％、グーグルの「アンドロイ

ド」はわずか３・５％で５位でした。 

 ところが、そこから２年後の昨年は「アンドロイド」が５３％と過半数になり１位、

「シンビアン」は１７％に後退して２位、「ＲＩＭ」は１１％で４位になってしまいま

した。 

 その結果、ＲＩＭの株価は１年間で７割も下落、ついに１月２２日には創業者が辞

任という事態になりました。 

 

 このような事態に参考になるのがアメリカの電話会社ＡＴ＆Ｔの戦略です。 

 ＡＴ＆Ｔは世界最大の電話会社でしたが、独占禁止法違反と認定され、１９８４年

に７社の地域会社と長距離通信担当会社に分割されます。 



 当然、それより前から事態は予測されていたので、ＡＴ＆Ｔは有名な未来学者アル

ビン・トフラーに戦略の検討を依頼します。 

 その内容は秘密報告書として公開されませんでしたが、１９８４年に分割が実施さ

れたので、翌年に『未来適応企業』という本として出版されました。 

 その内容を要約すると「昨日の成功ほど危険なものはない」ということで、絶えず

企業環境の変化に対応して、組織を再編し、業務の内容を変化させていかなければ激

動の時代に企業は生残れないということです。 

 経済学者のヨゼフ・シュンペーターの提言している「創造的破壊」や芭蕉の「不易

流行」にも相通じますが、トフラーはＡＴ＆Ｔは分割によって現在以上に強力になる

方法があると提言し、『未来適応企業』の第１章は「マンモス企業は墓場に行け」とい

う題名です。 

 ぜひ日本のものづくり企業も「ペティ＝クラークの法則」を書き改めるような産業

を創造して欲しいと思います。 

 


